
  (様式３) 目的設定表( 年度） 予算区分： 要求区分： 確定日（ 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
事業年度 年度 評　　価　　対　　象　　事　　業　（　計　画　）　の　　内　　容 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１．事業立案の背景(施策目標の達成のために今なぜこの事業が必要なのか)

(重点施策推進方針との関係） 重点事業として要望 その他事業として要望

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
２．住民ニーズの状況

 ②事業の対象者･団体①ニーズを把握した対象
受益者 一般県民 （時期： 年 月）  ③達成のための手段

②ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

③ニーズの具体的内容

 ④比較した代替手段及び選択した手段の有効性

◎把握してない場合の理由及び今後の方針

 ①理由

 ②今後の方針

５．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度 全体(最終)計画順位

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和 2年度当初予算令和02 通常 令和02 03 30
0606010202 ふるさとの未来を拓く人づくり戦略

01 自らの未来を主体的に切り拓き、秋田を支える気概に満ちた人材の育成あきたを創る！産業人材育成事業
地元企業等とのネットワークを生かした、社会の要請に応える専門教育の充実02

教育委員会 高校教育課 指導班 5166 伊藤　雅和 藤澤　修

令和02 令和04

本県では、産業構造の転換に向け、県内企業の航空機やＩＣＴ等の成長分野への参入の促進を進めて 高等学校の段階で、企業で即戦力となる人材を育成し、地元航空機関連企業や情報関連企業への就職
おり、これらの産業を担っていく人材の育成が求められている。このため、本県産業界が求める実践 及び定着を図る。
的、専門的な技術・技能をもつ人材の育成を図る必要がある。

● ○

県

県内高校生、教員

■ □ 00

航空機産業分野における人材育成のため、工業系高校の航空機関連の専門カリキュラムの充実に向け
□ ■ □ □ た地元企業の専門人材による講義及び技術研修を実施する。情報関連産業分野における人材育成のた

□ め、専門高校での地元企業の情報技術者による実技を伴った授業を実施する。　��また、工業科の教
員を対象とした、高度加工技術に係る研修や、教科「情報」等の教員を対象としたプログラミングに
係る研修を実施する。

専門高校等の教育内容の充実により、地域の一員としての意識や社会を支える自覚をもち、地域活性
化の原動力となる人材の育成が求められている。特に、航空機産業や情報関連産業など、今後成長が
期待される産業を担う人材の育成が重要であると考えられている。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

航空機産業人材育成事業 航空機産業分野の振興と専門人材の育成を図るため、高校生に対して企業や大学の専門人
01 材を活用した講義・技術研修等を実施するほか、工業高校等の教員を対象とした先端的な       1,823       1,823           0           0      1,823           0             0

情報関連産業人材育成事業 情報関連産業分野の振興と専門人材の育成を図るため、専門高校における実技を伴う授業
02

の講師として、県内企業の情報技術者を活用するほか、拠点校を会場に専門高校等の教員       2,101       2,101           0      2,101           0           0             0

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

            0      3,924       3,924           0           0          0      3,924

            0          0           0          0           0           0           0

            0          0           0           0           0           0          0

            0          0           0           0           0          0          0

      3,924       3,924           0           0           0             0      3,924



６．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み

事業の期待
される成果

指標名 指標の種類

成果指標
指標式

業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅰ

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北
全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

指標名 指標の種類

成果指標指標式
業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅱ

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北

全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することが出来ない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む)

事業の必要性

現状の課題及び施策目的に照らした事業の必要性

住民ニーズに照らした事業の必要性

事業の県関与の必要性
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

民間・市町村で実施可能であるが、県が関与する必要性が認められるもの
政策評価委員会意見 重点事業の適合及び指標・目標値の適合性判定

重点事業 その他

高等学校の段階で、企業で即戦力となる人材を育成し、地元航空機関連企業や情報関連企

業への就職及び定着が図られる。

地元航空機関連企業への就職者数

●地元航空機関連企業への就職者数

○

30 0 1 02 03 0 4 0 5 0 6
         3         4         5                                                     

                   2

                    高校教育課調査

                    

● ○ ○0 3

情報関連国家資格検定合格者数

●情報関連国家資格検定合格者数

○

0 33 0 0 1 0 2 0 4 0 5 0 6
                                         10        10        11                    

                   9

                    高校教育課調査

                    

● 0 3 ○ ○

本県の産業を担う人材の育成は急務であり、本事業を通して産業教育の一層の活性化と振
興を図る必要がある。

専門学校等の教育内容の充実により、地域の一員としての意識や社会を支える自覚を持ち
、地域の原動力となる人材の育成が求められている。

■□ □
□

県立高校の生徒を対象として実施する事業である。

○ ○


